


ＪＲ北海道の事業範囲の見直しに係る地域の動きや道の基本的な考え

方（取組み）について 

 

視察日：平成 29 年 10 月 31 日（火） 

視察地：北海道庁 

視察担当者：北海道総合政策部 交通政策局長 大内 隆寛氏 

               交通政策局交通企画課 主幹 山田 恭一氏 

視察参加者：草島 守之、畑中 優周、山口 光信、大越 拓也（文責） 

 

 

道の基本的な考えとしては「ＪＲ北海道の経営再生と持続的な鉄道網の維持に向けて

は、ＪＲ北海道の徹底した自助努力を前提に、国による抜本的な支援のもと、地域の実

情等を踏まえた地域としての取組が一体的に講じられることが重要」であるとのこと。

その考えのもと、主な道の取組として①道の指針策定、②国の支援、③地域の検討・協

議。 

 

①道の指針策定：平成２９年２月７日、鉄道ネットワークＷＴで将来の鉄道のあり方

について取りまとめ。平成２９年５月３１日、北海道運輸交通審議会に交通政策に関す

る新たな指針の策定について諮問。今年度内に、道の「交通政策に関する指針（仮称）」

を航空ネットワーク、物流・港湾振興も併せ策定。 

 

②国の支援：経営安定基金の運用益が大幅に低迷している現状を踏まえ、これまでも

貨物列車の走行に伴う負担など本道固有のコストや、老朽施設等の更新に係る負担軽減

などの抜本的な支援策を国に重ねて求めてきている。今後、地域における検討・協議の

状況を踏まえながら、実効ある支援が実施されるよう、オール北海道で国に強く求めて

いく。 

 

③地域の検討・協議：平成２９年２月２８日の四者協議（道、市長会、町村会、ＪＲ

北海道）を踏まえ、ＷＴの報告内容を始めとする道の考え方を沿線自治体に説明。道で

は、地域での検討の場に有識者と共に参画し、住民の移動実態や線区の実情などの情報

を提供し協議を進めている。今後も、鉄道網を含めた地域交通ネットワークのあり方に

関する議論を深めるとともに、地域の状況に応じた国やＪＲへの働きかけを行う。 

 

また、道民の関心を高めるフォーラムや観光列車走行可能性調査事業にも取り組んで

いるとのこと。 



ＪＲ北海道の経営が厳しいのは分かるが、掘り下げた経営状況の開示はされているの

か尋ねたところ、「ＪＲ北海道は赤字であるが、グループ全体ではカバーできているよ

うだ。市町村にも負担を求めているので、内部留保についても考えてもらい、より詳し

い情報の開示、サービス水準の向上も強く求める。」との回答。 

 

 

 

 


